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1．はじめに

　乳幼児健康診査（以後乳幼児健診と呼ぶ）は、

1947年の児童福祉法及び1965年の母子保健法

に基づくわが国固有の制度であり、乳幼児の発

達に関わる問題の早期発見と早期対応を可能に

するなど乳幼児の発達支援において重要な役割

を果してきた。乳幼児健診は、終戦後の社会的

混乱期に、乳幼児死亡率の減少、栄養状態の向

上、感染症の予防と治療を主な目的として始

まった。その後、社会経済の安定と発展、乳幼

児医療の進歩により、わが国の乳幼児死亡率は

世界で最も低くなり、健診の目的は、衛生・栄

養・疾病予防と治療から発達・教育・障害の早

期発見と予防へと変化した1）。1961年3歳児健

診が国の施策として開始され、1977年には、地

方自治体が実施主体となり1歳6ヶ月児健診が

開始された。1歳6ヶ月児健診開始は、障害の早

期発見と早期療育にとって画期的な変革をもた

らした。それまでは比較的重い発達障害を持っ

ていても3歳になって初めてフォローの対象と

なったが、早期の発見によって障害の固定化や

2次障害を生じる前に対応することができるよ

うになり発達障害の支援において多大な成果を

あげた2）。1980年代には、各地で療育システム

の整備も始まり、健診後のフォロー体制の充実

に力が注がれるようになった。しかし、その一

方で、支援システムの整備に関して著しい地域

格差ができた3）4）5）。1997年、母子保健法の改正

により乳幼児健診は地方自治体が一括して行う

ことになり、一貫した乳幼児のフォロー体制が

とられるようになったが、1980年代以降にでき

た療育体制の地域格差は解消されないまま現在

に至っている。また、近年の社会経済の低迷に

よる地域経済の悪化と少子化は母子保健領域へ

も深刻な影響を及ぼし始め、行政からの予算削

減の圧力に母子保健の現場では、現状維持を死

守しているのが実情である。

　一方で、虐待、いじめ、学級崩壊などが社会

問題化し、乳幼児期からの子育てが注目される

ようになってきた。健診の果す役割として、障

害の早期発見と早期対応に加え、子どもとそれ

を取り巻く環境への支援という視点が増大して
いる6）7）8）9）。

　2000年、厚生省では、21世紀に向けての母子

保健の新しいビジョンを示すものとして「健や

か親子21」を発表した。そこには『子どもの心

のやすらかな発達の促進と育児不安の軽減』が

指針として示されており、乳幼児健診を含む母

子保健において、子どもの心の発達や子育て支

援重視の方針が出された1°）。地域によっては、こ

のような育児支援事業の予算増額や事業新設へ

の動きも見られる。表1は、乳幼児健診の移り

変わりを示したものである。このように「から

だからこころへ」と行政側の関心が移行してい

るが、前述のように多くの地域で障害児の早期

発見と対応という課題は未解決のままである。

また、2003年3月には、文部科学省から「今後

の特別支援教育のあり方について」の最終報告

が発表され、通常学級においてLD、　ADHD、高

機能自閉症など軽度の発達障害を持つ子どもた

ちが全在籍児の6％にのぼりll）、特別支援教育

の対象であることが示された。この報告は、就

学前にさかのぼって乳幼児期からのより精度の

高い発達上の問題の発見と環境の整備を含めた

きめ細かい対応の必要性を提起することになろ
う。
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　乳幼児健診開始後半世紀以上が経過し、その

支援ニーズは時代とともに多様化している。子

ども自身の発達の問題、養育者を中心として子

どもを取り巻く環境への支援など子どものすご

やかな成長発達のための包括的な支援システム

を構築していかなければならない時代といえよ

う。子どもの公的な発達支援の出発点である乳

幼児健診が、今後果たしていくべき役割を整理

し、新しい役割を検討していくことが乳幼児期

からの一貫した支援システム構築につながると

考える。

　筆者は、地域の保健センターで心理相談員と

して1歳6ヶ月児健診、3歳児健診及び健診後の

フォロー事業において、乳幼児の発達と養育者

の子育てに関する支援事業に携わっている。前

述のように、乳幼児健診の支援体制の地域格差

は大きく、筆者の関わるH市とC市においても、

健診後の支援システムに大きな違いがある。C

市は、母子保健事業としての健診事後フォロー

事業とそれに続く療育体制が整備され、虐待予

防に向けての養育者支援事業を新設するなど、

母子保健の新しい動向にも敏感に対応している

地域である。一方H市は、健診での早期発見後

の支援体制の整備が不十分で、支援体制の構二築

が従来からの課題となっている。しかし、地域

経済が悪化している現状においては、1980年代

の施設の新設を含めた大規模な早期発見早期対

応システムの整備と同様の取り組みを現在に提

案することは、机上の空論に等しい。地域の実

情にあったこれからの発達支援の取り組みを提

案していかなければならない。

　本稿では、乳幼児健診で心理相談員が子ども

の発達支援において直面する問題を整理し、H

市のような早期療育体制を整備できないまま現

代の新しいニーズに対応していかなければなら

ない地域とC市のようにその時代のニーズに比

較的迅速に対応している地域の状況を比較しな

がら、乳幼児健診の果たすべき役割と支援のあ

り方を検討する。

2．乳幼児健診事業の概要

　地域により実施方式の違いはあるが、3～4ヶ

月児健診、1歳6ヶ月児健診、3歳児健診は集団

方式で実施され、その他の乳（幼）児健診は、民

間委託されている場合が多い。

　それぞれの健診は、その時期の子どもの発達

に応じてその役割が異なる。母子保健マニュア

ルによれば、乳児健診は、発育栄養状態と精神・

運動機能の発達のチェック、疾病または異常の

発見が目的で、その他虐待の発見や、養育者の

育児不安、家庭環境への配慮も重要とされる。

この時期には、主に、医学所見が明確な比較的

重い疾病や障害の発見が中心となる。1歳6ヶ

月児健診以降の幼児健診では、それまでに発見

できなかった軽度あるいは境界領域の発達の遅

れ、視聴覚異常を見出して、適切な事後指導を

行うことが重要であるとされている。発達につ

いては、運動発達、知的発達、言語発達、情緒

発達ならびに生活習慣の自立、社会性の発達に

ついて観察が行われる。その他、情緒・行動的

問題、自閉傾向、社会（環境）適応不全、学習

障害、心身症、児童虐待の早期発見と適切な援

助なども実施目的となっている12＞。

　乳幼児発達健診は、一般に保健師、医師、歯

表1．母子保健施策の流れと健診の目的の移り変わり

1940乳幼児の健康診査や保健指導の全国実施←

1947児童福祉法公布

1949東京都3－4ヶ月児健康診査実施

19613歳児健康診査（国）、新生児訪問指導

1965母子保健法公布

19771歳6ヶ月児健康診査（地方自治体）

19871歳6ヶ月児精密健康診査

19903歳児健康診査に視聴覚検査導入

1997母子保健法改正

　　乳幼児健診を一括して地方自治体に移管

2001　「健やか親子21」発表
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診で重見される　殉

衛生・栄養・疾病予防と治療

←　発達・教育・障害の早期発見と予防

←子どもの心の発達と育児支援
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科医師、歯科衛生士、栄養士、心理発達相談員

がスタッフとして関わる。健診は、子どもの発

達や母親の気持ちや体調を知るための問診票を

養育者に記入してもらい13・　）、それをもとに保健

師が養育者に問診をし、身体発育計測、医師の

診察、歯科健診などを経て、必要に応じて栄

養相談、保育相談、心理相談が行われる。健診

で所見のあった子どもは、医療機関へ紹介され

たり、健診後の事後フォローシステムを利用し

て、経過観察や継続相談が行われる。母子保健

事業における事後フォローは、医師による発達

健診、歯科相談、栄養相談、心理相談やグルー

プワークなどが一般的であるが、地域によって

内容は異なる。心理相談員が関わるのは一般に

1歳6ヶ月児及び3歳児健診とその後のフォロー

事業で、医学的所見はないが、子どもの発達や

養育において気になる子どもと養育者が対象と

なる。

　表2、3は、東京都内の23区および市町村で

実施されている3歳児健診の受診状況と有所見

者および、心理相談来談者の内訳である14）。

　3歳児健診の受診率は87．0％、その内有所見

者数は27．9％と比較的高い数値を示している。

その内訳は、日常習慣5．0％～言語3．1％の順に

続く。また、3歳児健診受診者の9．2％が心理相

談を受けている。相談項目（複数回答）では、養

育者の問題がもっとも多く37．5％、ついで、言

葉の問題35．4％、行動・性格の問題33．8％と続

く。このうち、子ども自身の問題は言葉の問題

と行動・性格の問題であるが、この時期の子ど

もの発達の問題は、養育者や家庭・環境、生活

習慣とも密接に関連しており、9．2％が何らかの

支援対象となる子どもたちといえよう。

　図1に筆者が心理相談員として相談業務に従

事している都内H市とC市における乳幼児健診

に関する保健センターの母子保健事業の概要を

示す。

（1）H市の健診事業の概要

　H市は東京都の西部に位置する人口約50万の

都市である。H市では、健診に続くフォロー体

制として図1にあるように、乳幼児発達健診、乳

幼児健診（2歳児経過観察）、1歳6ヶ月児心理

（個別相談、グループワーク、子育て支援グルー

プワーク）、3歳児経過観察（心理）がある。

　乳幼児健診（2歳児経過観察）は、1歳6ヶ月

児健診時に再確認が必要な子どもの保護i者宛に

2歳時点でアンケートを送付し、子どもの状態

に変化が見られない場合や養育者が子どもの発

達に不安を持っているような場合に、心理相談

員が発達の確認を行うものである。2歳時点で

再チェックを行うのは、1歳6ヶ月頃は個人差が

大きく、子どもによっては2歳近くになって急

激に変化するからである。このようにH市で

は、発達障害の早期発見は比較的丁寧に行われ

ている。

　健診後の事後フォローとして、1歳6ヶ月児心

理と3歳児経過観察（心理）があり、心理相談

員が、親子の個別相談を行っている。この相談

は、発達上の問題が心配される子どもや、比較

的深刻な育児不安やストレス、養育上の問題が

疑われる養育者が対象で、養育者自身が相談を

希望する場合と保健師の勧めで実施される場合

がある。主に、問題の確認と支援の方針を立て

表2．3歳児健診実施状況と有所見者数内訳（抜粋）

対象者数
受診者数（受診
@　率％）

有所見者数（有所
@　見率％）

有所見者数内訳抜粋（％）

日常習慣　4，355（5．0％）

皮膚　　　4，392（5．0％）

100，264 87，271（87．0％） 24，330（27．9％） 日艮　　　　　　4，177　（4，8％）

耳鼻　　　2，746（3．1％）

言語　　　2，712（3．1％）

表3．3歳児健診心理相談項目

来談者数率 養育者の問題 言葉の問題 行動性格 家庭・環境 生活習慣

9．2％ 37．5％ 35．4％ 33．8％ 17．9％ 18．1％
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るために実施され、2次スクリーニングの役割

を持つが、相談自身が問題解決の役割を果たす

ことも多い。

　個別相談と同様に、2次スクリーニングと支

援の役割を担う事業として、グループワークが

ある。これは、1歳6ヶ月児健診及び2歳児経過

観察において経過観察が必要であると判断され

た親子を対象とした親子遊びのグループ活動で

ある。発達上の問題を有する可能性の高い3歳

未満の子どもとその養育者が主な対象である

が、親子の関係性や養育が心配なケースも対象

としている。ただ、現状としては、グループの

収容人数の関係で、後者への対応が十分にでき

ず、療育の準備グループとしての色彩が強く

なっている。このグループでは、保育士が遊び

のリーダーを務め、保健師と心理相談員が親子

の関わりの支援を行う。また、心理相談員は、集

団での子どもと親子の様子を観察し、発達や親

子関係の評価および、実際の関わりを通して支

援の可能性を探っていく。また、グループワー

クを通して、養育者が子どもの発達上の問題に

気づき、療育の必要性や適切な対応について認

識が持てるように動機付けをしていくことも役

割の一つとなっている。活動は隔週で3ヶ月間

計6回を1クールとして年3クール実施され

る。グループワークが必要な親子ができるだけ

多数参加できるように固定メンバーで行われ、

1クールずつメンバーは入れ替わる。1クール

6回のみの実施のため、子どもがグループに慣

れたころに終わってしまうという場合もある。

会場の広さの関係で、親子15組程度が限度のた

め、2，3組の親子が毎回選定もれとなってい

る。

　子育て支援グループワークは、メンバーは

オープン制で月1回行われ、保育士と保健師が

運営している。親子が地域ヘスムーズに移行す

るための子育て資源の1つとして位置付けられ

ている。

（2）C市の健診事業の概要

　C市は東京都内の人口約20万人の都市であ

る。C市の特徴は、充実した健診後のフォロー

体制が整っていることである15）。

　図1に示したように1歳6ヶ月児健診及び3歳

児健診後の相談事業として、「ことばの相談」、

「うんどうの相談」及び「こころの相談」がある。

「ことばの相談」は、文字通り言葉の遅れなどを

主訴とする発達の問題を持つ子どもが対象で、

言語聴覚士が相談を担当する。始歩の遅れや体

や手先の動かし方など運動発達に気になる点の

ある子どもは「うんどうの相談」に誘う。この

相談は、市の障害児通園施設から派遣された作

業療法士が担当している。このように精神発達

や運動発達の問題が疑われる子どもは、「こと

ばの相談」や「うんどうの相談」の対象となる。

「こころの相談」の対象となるのは、顕著な発達

の遅れなど明確な発達上の問題はみられないが

養育者が子育てに困難を感じていたり、多動や

乱暴、集団に入れないなど行動上の問題が気に

なる子ども及び、養育者の子育てストレスや不

安の強いケースなどである。こころの相談は心

理相談員が担当する。また、こころの相談に続

くグループワークとして2つの親子遊びのグ

ループがある。…つは、1歳6ヶ月児健診後の

フォローグループでもう一つは3歳児健診後の

フォローグループである。グループそのものは

1年間継続して行っており、対象児は原則とし

て6ヶ月間フォロ・一一・一を受けることになっている

が、親子の様子いかんで6ヶ月以上継続するこ

ともある。したがって、構成メンバーは随時入

れ替わりながら10組余りの親子が常時参加して

いる。このグループには保健師、保育士、及び

心理相談員がスタッフとして関わっている。H

市と同様保育士がリーダーをつとめ、心理相談

員は、子どもと養育者のアセスメントと親子関

係の支援を行う。また、各回の終了後、順次参

加親子の個別相談を行い、グループワークとこ

ころの相談を併行して行う。グループ活動にお

いて発達上の問題が明確になり療育が必要と判

断した場合は、以下に述べる保健センター内で

行われている療育グループや市の総合福祉セン

ター内の療育や障害児通園施設に紹介する。問

題が解消されると卒業という形で児童館など地

域資源を利用することになる。3歳児グループ

ではグループ終了後幼稚園に就園する子どもが

多い。6ヶ月以上経過しても問題が継続し、さ

らに経過観察が必要な場合は、こころやことば

の相談を継続する。C市にはその他に発達上の

問題を持つ子どものグループワークとして療育

グループがある。健診で発達の問題が明確であ
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H市の母子保健事業（健診後のフォロー）　H市母子保健事業統計資料より

3，4ヶ月児健診 6～9ヶ月児健
f（委託）

1歳6ヶ月児健診 3歳児健診

乳幼児発達健診
乳幼児健診　2
ﾎ児経過観察）

1歳6ヶ月児心理　　　　　　　　3歳児経過観察

個別相談
グループ

潤[ク

子目て支L’グルー

@プワーク
個別相談

C市の母子保健事業（健診後のフォロー）　C市集団健診業務マニュアルより

3，4ヶ月児健診 6～9ヶ月児健
f（委託）

1歳6ヶ月児健診 3歳児健診

こどもの相談室

乳幼児発達健診 乳幼児経過

ﾏ祭健診
こころの

@相談
ことばの

樺k

　　　グループワーク

P歳6ケ月～3歳グループ／3歳

@　　以上グループ

療育グループ

i通園事業の一部）

つんどつ

ﾌ相談

図1．H市とC市の母子保健事業（健診後のフォロー事業）

る子どもとその養育者（通常母親）数組の固定

メンバーで、週1回3ヶ月間行われる。対象は1

歳6ヶ月児健診後で3歳未満の子どもたちであ

る。健診から直接紹介される場合もあるが、こ

とばやこころの相談経由で紹介されるケースも

ある。このグループには市の障害児通園施設の

指導員と言語聴覚士及び保健師がかかわり、グ

ループワーク終了後は市の障害児通園施設で継

続して療育を受けるケースが多い。以上3つの

グループがあるが、各グループとも常時何人か

の待機児がいる状態である。この他に養育者の

フォローグループとしてMCG（mother　and　child

group）がある。これは、虐待対応グループであ

り、虐待が疑われたり、虐待に移行する可能性

が高い養育者を対象にグループの話し合いを通

して虐待のリスクを軽減することを目的として

いる。ここには、心理臨床の専門家と保健師が

関わっている。

　以上、H市とC市の保健センターで実施され

ている1歳6ヶ月児および3歳児健診と事後
フォロー事業を概観した。両市の比較から、H

市は健診のスクリーニングに関しては丁寧に行

われ、早期発見の体制がとられているが、スク

リーニング後の対応が十分とはいえない。さら

に、H市は、健診後、療育が必要とされる子ど

もたちが利用できる地域の療育資源はごく限ら

れており、市内に民間の障害児通園施設が1園

あるのみで、専門性の高い公的な療育資源はほ

とんどない。近隣i市の療育病院で行っている療

育指導に頼っているのが現状である。需要に対

して供給が圧倒的に不足している。

　一方、C市は、子どもの状態に応じた相談と

グループワークがあり、養育者に対しても、育

児不安やストレスから養育者自身の精神面まで

多様な問題への対応が可能である。公的な療育

体制も整っており、市立の障害児通園施設の通

園事業と外来指導、および総合福祉センターの

療育相談と指導がある。指導内容は、感覚統合、

音楽療法、運動、言語、心理指導など多様で、健

診で経過観察処置となった子どもや養育者は、

健診後、保健センター内の事業を含め、必要な

支援を受ける。

　このように、C市では、健診後のフォロー体

制に関してきめ細かく対応するシステムが整備

されている。しかし、心理相談員として子ども

や養育者に関わると、現在のシステムでは対応

しきれないケースに遭遇する。これについて

は、事例で紹介する。
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3．事例による検討

　次に、心理相談員が健診制度の中で出会った

親子と、それに対する支援を紹介し、両市のシ

ステムの比較を行いながら必要な支援体制につ

いて検討を行う。

　実際に健診において心理相談とグループワー

クによるフォローの対象となる親子は3つのタ

イプに大別される。子どもに発達障害の可能性

がある場合、養育者の養育スキルの未熟さが子

どもや親子関係に影響している場合、母親自身

が未解決の心理的な問題を抱え養育や親子関係

に影響がある場合である。ここでは、3つのタ

イプの事例をあげ、両市の対応の比較を行う。

さらに、各市において現行のシステムの枠をこ

えて対応した事例を紹介し、支援システム拡張

の可能性を検討する。

（1）発達障害の発見と対応の比較

H市の相談事例1：療育資源の不足により早期

発見後の対応が遅れたA（男児）

　1歳6ヶ月児健診の保健師の問診で、子ども

の発達と母親の状態に気になる点が多く、後日

1歳6ヶ月児心理相談が実施された。心理相談

において、子どもの発達面で気になる所見が確

認され、また、家庭環境においても、母親が家

事や育児が苦手で、子育ては放任状態になって

おり、父親が仕事の合間に家事や育児のかなり

の部分を担っていることなどがわかった。家庭

での発達支援を期待できないことから、できる

だけ早期に療育施設の通園を開始することが望

ましいと考えられた。心理相談には両親で来談

した。両親は、Aの行動を個性と考えていたた

め、療育の必要性を認識できるようにグループ

ワークを紹介した。グループワークでのAは、活

動への理解や関心が乏しく、ふらふらと歩きま

わり、気分が崩れやすく、ぐずり続けることが

頻繁にみられた。発達の遅れと自閉的な傾向が

明らかで、両親も子どもの発達上の問題を認識

し始めた。その後、相談員の勧めに応じて、療

育病院を受診し、障害児通園施設に入園の申し

込みを行ったが、募集人数が少く、3歳児での

入園はかなわなかった。1年間入園待機とな

り、4歳児でようやく入園し現在通園中であ
る。

　H市には、定員45名の民間の障害児通園施設

が1ヶ所あり、制度上は2歳児からの入園が可

能であるが、例年10名程度の園児募集しかな

く、事例のように3歳児からの入園も困難な場

合が多い。事例のように早期発見をしてもその

後の対応がとれず、時間が経過してしまうこと

も少なくない。

C市の相談事例1：　相談過程で発達障害が明

確になったB（男児）

　1歳6ヶ月児健診で、母親の育児不安が高い

ことから「こころの相談」を受けることになっ

た。個別相談で、母親自身の生育歴に由来する

自己肯定感の低さが顕著であること、育児スキ

ルの未熟さが明らかになった。B自身は、言語

の理解と表出において多少発達が遅れており、

発達の経過を確認していくことにした。母親に

Bへの具体的な関わりを伝えながら、母親の自

信の回復を目指して、母親が専門としている仕

事への復帰を促した。母親の就労にともない、B

は保育園に入園することになった。その後、母

親はBへ熱心に関わるようになり、育児への自

信も持ち始めた。保育園入園後しばらくして、

母親はBの言葉の遅れを心配し始めた。経過観

察から、理解力が未熟であること、やり取りが

成立せず、対人・コミュニケーションの発達に

遅れがあることが明らかになった。育児への意

欲を失わせないように配慮しながら母親へBの

問題を伝え、市の総合福祉センターで実施して

いる療育を紹介した。紹介時には、母親はかな

り混乱したが、緊急に「こころの相談」を実施

し、地区担当の保健師が電話や面談をした結

果、母親は落ち着き、療育にも前向きになった。

保育園と療育を併行することになり、保健セン

ターでの「こころの相談」は終了となった。

　本事例では、母親の育児不安への支援が目的

で相談が始まったが、発達過程で子どもの発達

障害が明らかになり、迅速に療育につながっ

た。C市では、前述のように公的な療育体制が

整っており、障害の状態に応じて療育が受けら

れる。

　本事例では、また、療育移行時の母親の心理

的不安は高く、保健師と心理相談員がフォロー

を行った。通常、療育移行時には母親の不安が

高まるため母親の不安を支え療育へのスムーズ

な移行を促すことが相談事業の重要な役割の1

っといえよう○
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（2）養育者の育児スキル向上への対応

　現在、乳幼児を持つ養育者の大半がこれまで

乳幼児の世話をした経験がない。健診において

も、不慣れな育児に直面し、とまどい自信を

失っている養育者に出会う。このような養育者

に具体的に育児スキルを学んでもらうことで問

題が改善されることが多い。

H市の事例2：人との関わりが苦手な母親への

支援により発達が促されたC

　1歳6ヶ月児健診で母親の表情が堅く、保健

師の問診から、ほとんど外出せず引きこもり気

味の生活をしていることがわかり、養育環境が

子どもの発達に影響を及ぼす可能性があるため

2歳児経過観察健診対象となった。2歳児経過

観察健診の心理相談では、母親の対人緊張が高

いこと、養育スキルに欠け、Cへの関わりが少

ないことがわかり、また、Cは、生活経験の不

足に由来すると思われる幼さがあるため、親子

遊びを通して、親子の関わりや生活経験を豊か

にしていくことが必要であると判断しグループ

ワークを紹介した。グループ参加をきっかけに

生活リズムが整い、母親は自転車に乗ってCを

グループに連れてくるようになり、その後、自

転車でCと公園や買い物にでかけるなど親子の

行動半径が広がった。グループワークでの親子

の関わりは、当初全くちぐはぐで、Cが母親に

視線や声で関わりを要求しても母親は全く見て

おらず、母親のCへの応答的反応はほとんど見

られなかった。Cも、母親より、遊んでくれる

スタッフに近づいた。グループワークを通して

母親のCへの関わりを支援した結果、母親は

徐々にではあるが、子どもと遊べるようにな

り、グループ終了時には、Cと関わるのが楽し

くなってきたとの感想を述べた。グループワー

ク終了後も個別の心理相談を継続し、母親の日

常の不安に耳を傾け気持ちに寄り添いながら、

できるだけ現実的な対応の仕方を伝え、母親が

できる範囲でCと関わりCを同年齢集団に参加

させるように促した。3歳を過ぎ、Cのコミュ

ニケーションの力は伸び、他児との関わりの未

熟さがみられる程度になっている。また、相談

の過程で母親はCを保育園に入園させることを

決め、仕事を探し始めるなど徐々に生活に広が

りがでている。

　本事例では、養育や家庭環境がCの発達に影

響を及ぼしていた。そこで、個別相談で母親の

不安を支え、グループワークと個別相談によっ

て具体的な育児スキル向上の支援を行った。そ

の結果、母親はCに関わることが楽しくなり、自

分自身の世界を広げられるようになった。育児

支援が母親の自信の形成を促したといえよう。

また、Cは、母親との関わりと遊びの経験が豊

かになり本来の力を発揮できるようになってき

た。

C市の事例2：放任的な育児のため行動のコン

トロールができなかったD（女児）

　3歳児健診でDの落ち着きがなく、育児が負

担であるという母親の主訴があり、グループ

ワークで発達の確認と具体的な親子の関わりを

支援することになった。参加当初Dは、気に入っ

た活動には短時間参加するがそれ以外の活動に

は参加せず自分勝手に動き回っていた。制止し

たり、無理に参加させようとすると激しく抵抗

し、多動と衝動性などADHDを疑う特徴がみら

れた。グループワークにおいて母親がDに関わ

ることは少なく、遠くから「だめよ」と制止す

る程度でDの耳には届いていなかった。Dの顔

や手足の汚れが目立ち、入浴を十分にさせてい

ないと思われることもあった。グループでの様

子から母親は、機敏に動くことが難しいと考え

られた。乳児の妹の世話に手をとられることか

ら家庭でのDは放任状態になっており、そのこ

とがDの行動や感情のコントロールの未熟さに

つながっていると推察された。そのため、発達

と養育の問題の両面から観察と支援を行った。

Dには社会性を育てるような関わりを行った。

具体的には、少しでも参加できたところはほめ

ながら見通しをもたせ、待つなどの行動が取れ

るようにしていった。Dは、課題の理解は良い

ことから、課題の面白さがわかるにつれ行動の

コントロールがとれるようになり、ADHDを疑

う特徴は消失していった。母親には、グループ

ワークと併行して個別相談を行い、具体的な関

わり方をグループ内と相談の両方で伝えていっ

た。その結果、子どもへのメリハリのある関わ

りが徐々にできるようになってきた。半年余り

のグループワークを実施したころで幼稚園就園

を迎えグループワークと相談は終結となった。

　本事例では、子どもが落ち着かない背景に養
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育の問題があり、母親は意図せずに結果として

Dを放任していた。そこで、グループワークと

個別相談によって、母親に対し具体的な養育ス

キル習得の支援を行い、Dには、グループワー

クにおいて社会性の向上への支援を行い効果が

見られた。

（3）養育者の心理的な問題への対応の比較

　虐待や育児不安、育児ストレスの背景に母親

自身が未解決の心理的な問題を抱えており、健

診後の心理相談の過程で明らかになってくる場

合がある。

H市の事例3：母親の心理的な問題が子どもの

行動に影響していたE（男児）

　1歳6ヶ月児健診の保健師の問診で発達の確

認が必要と判断され、2歳児経過観察健診対象

となった。その間に母親は第2子を出産し、経

過観察健診で心理相談を受けた時には母親の育

児ストレスと疲労感はかなり強く、Eへ手をあ

げるようになっていた。Eは言葉の遅れが若干

みられ、多動傾向と強いかんしゃくなど行動や

感情のコントロールの未熟さが目立った。グ

ループワークに誘い、発達の確認を行うととも

に、親子の関わりが円滑になるように支援を試

みた。グループワークでは、Eが遊びを十分に

楽しめたのに対し、母親はリラックスできず、

周囲を意識しすぎるといった様子が最後まで変

わらなかった。グループワークの様子から、子

どもの行動問題は親子の関わりに起因する可能

性が高いと判断し、グループ終了後も個別相談

を継続し母子の支援を行った。その過程で、母

親が実母から身体的虐待を受けてきた生育歴を

もち、子どもへの接し方に自信が持てず心理的

に不安定であることがわかった。3歳を過ぎ、E

の言葉の遅れはなくなったが、母親の育児疲労

や育児不安は依然として高かったため、母親が

Eと離れる時間を持つことと、E自身の集団での

成長を期待して、保育園入園をすすめ、Eは保

育園の3歳児クラスに入園した。入園後、落ち

着きのなさが目立ち、他児への乱暴も多発し

た。保育園は巡回相談を受け、保育環境の改善

が図られ、Eの行動問題は減少したが、心理的

な不安定さは継続し、落ち着きのなさや唐突な

他児への乱暴は依然としてみられた。母親は、E

に手をあげることはほとんどなくなったが、厳

しく接するという態度は変わらなかった。その

後就学のため保健センターでのフォローは終了

した。

　本事例では、母親自身の心理的安定と成長に

向けてのより密度の濃い心理臨床的専門性から

の面接と、母子の関係を育てるための具体的支

援が必要であった。保健センターの個別相談は

本来経過観察が目的のため相談は概ね3ヶ月に

1度の間隔で実施され、また、H市のグループ

ワークは3ヶ月間という短期間で終了する。さ

らに、就学でフォローは終結となる。したがっ

て、健診の事後フォロー事業では、本事例の支

援には限界があった。

C市の事例3：母親の対人不安が高く、閉じこ

もり気味の生活をしていたF（女児）

　1歳6ヶ月児健診で、母親の育児不安とスト

レスが高く、また、家の中で閉じこもりがちな

生活を送っていることがわかり、こころの相談

を実施した。一見社交的に見える母親であった

が、こころの相談で、学生時代に受けたいじめ

の後遺症のため、対人不安が高く、地域の母親

たちとの交流が難しいことがわかった。母親自

身、自分の問題とその原因には自覚的であり、

カウンセリングを希望していたが、クリニック

などでカウンセリングを受けることは経済的に

困難であった。3ヶ月に1度のペースでこころ

の相談を続けることと、グループワークに参加

することを勧めた。子どもは、対人良好であっ

たが、母親との孤立した生活の影響で、遊びゃ

コミュニケーションは全体に幼く、子ども自身

にもグループワークでの遊びの経験が必要であ

ると判断した。グループでの子どもの姿は生き

生きしており、定期的に行う母親同志のミー

ティングで、母親は率先して話題を提供するな

ど参加に意欲的であった。しかし、このグルー

プワークが、親子が外出して他の親子と交流す

る唯一の場所となり、母親のグループへの依存

が顕著になったため、母親の対人面での広がり

を期待して、母親支援のグループ（MCG）を紹

介した。このグループは、種々の心理的な困難

を抱え、子どもを虐待してしまう母親への支援

グループである。Fの母親は、虐待には至らな

いが、家庭での孤立した育児で、Fに手を出し

てしまうこともあり、また、母親自身が解決し

たい心理的な問題を抱えているため、このグ
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ループへの紹介となった。その後母親はこのグ

ループに参加し、徐々に対人面の広がりをみせ

ている。また、Fは現在、幼稚園に元気に通っ

ている。

　本事例では、母親の心理的な不安を支え、母

親が自立していくための支援を行った。育児不

安やストレスの背景には、本事例のように養育

者自身の心理的な問題が隠れている場合が多

い。しかし、こころの相談などの健診事業だけ

では3ヶ月に1度程度の相談となり十分に対応

できない。また、民間のカウンセリングを利用

するには経済的な負担が大きい。本事例では

MCGの利用が有効であった。このように高い専

門性を持つ公的な母親支援システムが健診の一

環として整備されることがのぞましい。

（4）新たな課題への各市の取り組み

H市の事例4：保育園との連携により問題が改

善されたG

　1歳6ヶ月児健診の保健師の問診で発達の確

認が必要であると判断され、2歳児経過観察健

診の対象となった。Gは0歳から保育園に通っ

ており、2歳児経過観察健診前に母親から、保

育園で落ち着きがなく、担任から保健センター

に相談に行くようすすめられたとの電話連絡が

入り心理相談を実施した。相談場面で、言葉と

理解の遅れが確認され発達遅滞と判断した。当

初母親は、Gの発達について心配はしていな

かったが、相談の過程で発達上の問題を認識

し、心理相談員の勧めに従って療育病院を受診

した。Gは、軽度の発達遅滞と診断され、療育

病院内の療育が開始された。通常は療育が開始

された時点で相談が終了となるが、母親と保育

園の担任との関係が悪く、母親はそのことを悩

んでいたため、母親の心理的不安を支えること

を目的に3ヶ月に1度の割合で心理相談を継続

した。その後、2歳児クラスの後半に、市の障

害児対象の保育園巡回相談を受け、保育園で保

育士が加配された。保育園での問題行動は依然

として多かったが、巡回を受けたことで担任の

Gに対する理解が進み、心理的に安定し、保護

者との関係が改善した。Gは、2歳半頃から言

葉は多数でてきたが、コミュニケーションにな

らないこと、切替えの悪さ、強いこだわりなど

自閉的な特徴が顕著になり始め、医師の診断も

発達遅滞から自閉傾向へと変わった。その後、

母親の障害への認識は進んだが、焦りから早期

療育への依存が見られるようになったため、心

理相談で、療育の意味や家庭での関わりの重要

性と具体的な関わり方を伝えていった。　母親

の子どもへの視線もゆとりのあるものになり、

子どもに合わせた関わりができるようになっ

た。また、子どもの将来についても、子どもに

適切な教育が必要であるとの認識を深め、障害

児学級への入学も含め就学について考えるよう

になり、就学を前に相談は終了した。

　本事例で、心理相談員は、Gを療育につない

だ。そして、焦って多様な療育を受けさせよう

とする母親に、家庭での関わりの重要性を伝

え、母親の不安を支えながら母親が見通しを

持って子どもに関われるように通常より長期に

わたって支援を行った。また、母親の不安軽減

とGの発達支援において保育園巡回相談の果た

した役割は大きかった。

　尚、本事例では、心理相談員が母親の了解の

もとに巡回相談員と連携をとり、母親と保育士

の関係調整を行った。巡回相談以前は、保育士

はGの問題行動に疲弊しており、母親の養育を

責め、母親が保育士の負担に無理解であると感

じていた。しかし、巡回相談の結果、Gの問題

は母親の養育によるものではないこと、母親も

保育士同様Gの育児に困難を感じていることを

知り、保育士の母親への理解が深まり、両者の

関係は改善した。

　本事例では、健診事業と子どもが所属する機

関との連携の重要性が示唆された。

C市の事例4：知的な遅れがなく、行動問題の

みの療育が課題となったH（男児）

　Hは3歳児健診で乱暴と多動傾向がみられる

ことから「こころの相談」で相談を受けること

になった。言葉や理解面での問題はなく、個別

相談とグループワークを併用して、Hの集団で

の様子の確認を行い、集団活動を通して行動の

コントロールを中心に支援をしていくことにし

た。個別相談の場面では、落ち着いており、コ

ミュニケーションもよくとれ、遊びも豊かに展

開した。一方、グループワークでは、活動中に

走り回ったり、他児への乱暴は顕著で目が離せ

ない状況であった。Hからスタッフや他児への

関わりはあるが、スタッフが関わろうとすると
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激しく拒否し、他児の些細な行動や刺激に反応

して乱暴な行動がみられた。過敏さと衝動性が

きわめて強く、ADHDの衝動型と考えられた。

グループでは本児との信頼関係を築き、叱らず

に好ましい行動を示しながら、わずかな変化や

上達もほめるようにした結果、徐々に行動の改

善がみられた。また、母親の育児疲労感が顕著

であったため、個別相談において母親の育児負

担を理解し共感しながら、子どもの特徴や見通

しについて説明し、子どもを理解することと子

どもの成長にとって望ましい具体的な関わりに

ついて伝えていった。母親もHを叱ることが減

り、グループワークでの子どもへの関わりは落

ち着いて好ましいものとなった。相談とグルー

プワークはHの幼稚園への就園で終了となった

が、就園後はより専門的な指導を受けていくこ

とが望まれた。市の療育施設を紹介したが、そ

こでは、知的に高く、行動の問題のみの子ども

への指導を行っていないという理由で一旦受け

入れが拒否された。しかし、その後交渉を重ね

受け入れが了承され保健センターでの相談は終

結となった。

　C市では療育体制は整っているが、Hのよう

に知的な問題のない子どもへの療育は原則とし

て行っていない。というのは、これまで、この

ような子どもは療育の対象とは考えられていな

かったからである。しかし、近年、高機能広汎

性発達障害やADHDやLDのような知的な問題
は少ないが行動や集団での適応の問題を抱える

子ども達が注目されるようになった。このよう

な子ども達が問題となるのは主に就学後の場合

が多いが、それ以前にも集団適応の問題や育児

における困難がある。Hにおいても、放置され

れば、2次的な情緒的問題を生じる可能性が危

惧された。Hの事例では、療育機関が柔軟に対

応をしたが、今後もこのようなケースが増えて

いくことが予想される。Hのような子どもが専

門的指導が受けられる支援システムを作ってい

くことが今後の課題といえよう。

（5）H市とC市の対応の比較と課題

　上記の8例について、H市とC市の対応の違

いについて整理し表4に示す。

　表4に基づき、乳幼児健診と各市の課題につ

いて整理し、必要な支援について検討する。

①療育機関の整備

　C市は、早期療育の体制が整備されているた

め、障害の発見後速やかに市の療育システムに

乗って療育を受けることになる。病院受診や診

断は療育の経過をみながらになる。

　一方、H市では、療育資源が乏しく、事例A

のように健診で発達の問題が明かになっても、

すぐに療育を受けることが困難な場合が多い。

心理相談員は、AやGの事例のように発達障害

がわかった時点で他市の療育病院を紹介する。

子どもはそこで診断を受け、状況に応じて病院

内で実施されている療育（言語・心理指導など）

や障害児通園施設の外来事業として行われてい

る指導を月2回程度受けて、市内のごく限られ

た療育資源を利用しながら幼児期を過ごしてい

る。このように、H市では、発見→病院受診と

診断→療育の開始という経過をたどる事例が一

般的である。またAのように障害児通園施設で

十分な療育を受ける必要のある子どもも入園で

きずに通常の幼稚園や保育園に通園して、月に

1～2回の療育を受けるという事例が少なくな

い。従って、H市の場合は、幼稚園や保育園で

の配慮が大きな課題になってくるといえよう。

　H市では、保育支援として、保育園への発達

臨床の専門家の巡回相談と障害児への保育士の

加配制度を実施しており、幼稚園への同様の専

門家の巡回相談も昨年度より開始された。この

ようにソフト面での支援システムの拡張の動き

が子どもに関わる関係機関に起こっている。ま

た、療育資源の不足については、子どもに関わ

る各機関の悩みとなっていて、保健機関と相談

機関や大学および行政機関などが効率よく連携

することにより、よりよい療育支援環境の構築

をめざして各機関のネットワーク作りを始めて

いる。その中核となる障害児等保育連絡会が

1997年に立ち上がり、関係機i関が定期的に会議

を行い、情報交換や資源の不足に起因する種々

の課題の解決にむけて話し合いを持ち、各機関

の連携が広がっている16）。

②養育者への支援

　事例C～Gのように実際の相談場面では、子

どもの問題とあわせて養育者の問題に直面する

ことが多い。表3の3歳児健診の心理相談来談

者における相談項目においても養育者の問題が

全相談数の37．5％ともっとも高くなっている。
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表4．H市とC市の対応の比較

問題 肺 C市

①発達障害
　例A：、献源の不足
ﾉよる早期発見後の対

桙ﾌ遅れ

事例B：障害発見後の迅

ｬな対応

一②養育スキル

　例C：亨期間のグルー

vワークとその後の個
ﾊ相談によるフォロー

　例D：グループワーク

ﾌ継続とグループと併
sした個別相談

③養育者の問題

　例E：グループワーク

ﾆ個別相談では対応に
ﾀ界あり。より専門性
ﾌ高い母親への支援の

K要性

事例F：グループワーク

ﾆ心理相談での対応の

ﾀ界あり。MCGでの母
eへの専門的支援

④その他
　聾G：　センターと
ﾛ育園巡回相談の相談
�ﾌ連携

例H：的な問題がな
ｭ、行動問題のみの子
ﾇもへの支援体制

その内容は対応面から大別すると事例のように

養育スキルの問題と養育者の心理的な問題とい

うことになるが、両者は密接に関連している場

合が多い。養育スキルの習得には経験が必要で

あり、第一子を持った大半の養育者はこれまで

育児の経験がない。不慣れな状態からの出発と

なるが、一般には、日常の親子のやり取りや関

わりを通して、養育スキルを習得していく。事

例のように公的な支援が必要な養育者には、養

育者側の問題の他にも、子ども側の問題および

家族の問題や周囲からのサポートの欠如などの

要因が複雑に絡んでいる場合が多い。事例Cで

は、グループワークに参加するまで、養育者は

引きこもり気味の生活をしており、親子の相互

作用を含む情緒的な交流が欠如していた。その

背景には、母親の気質や心理的な問題および身

近なサポートの欠如などが関わっていた。ま

た、事例Dでは、子ども自身の気性の激しさな

ど子どもの育てにくさと母親自身の生活面での

処理能力の限界が育児スキルの習得に影響して

いた。このように育児スキルの習得を困難にし

ている要因は多様で、それを把握した上で必要

な支援を検討することが重要である。しかし、

事例CやDのように問題が比較的軽微な場合

は、具体的な親子の関わりを支援していくこと

で、親子関係に良い循環が生じ、問題が解決に

向かうことが多い。このことは、問題が深刻に

なる前にできるだけ早期の段階で親子への介入

を行い、サポートを提供することの重要性を示

している。

　一方、育児スキルの獲得を中心とした具体的

な支援では問題が解決しない事例も多くみられ

る。子どもがかわいいと思えない、子どもの些

細な行動に激しく怒り、コントロールができな

くなるなどと訴える養育者の訴えの背景とし

て、EやFの事例のように、母親自身が未解決

の心理的な問題に悩み、子どもとの安定した関

わりが持てない場合がある。事例Eにおいては、

結局健診事業内では十分に対応できず、未解決

のまま就学を迎えてしまった。本事例では、心

理臨床の専門性からのより頻度の高い相談が必

要であった考えられる。健診事業内では対応し

きれないため他の専門機関との連携が必要で

あったが、実際には経済的な理由で民間の専門

機関を利用することは困難であった。これはE

に限らず、乳幼児を持つ若い親達一般について

あてはまる。H市には、いくつかの大学で一般

に利用できる心理相談室をもち、地域支援を

行っている。これらの機関との連携も今後考え

ていくべきであろう。

　Fの事例では、MCGという母親支援のグルー

プワークがあり、そこでの専門的支援を行うこ

とができた。C市のMCGは始まったばかりで、

その効果についてはまだ十分には確認されてい

ないが、健診後の母親への早期の公的支援とし

て注目される。

③他機関との連携

　事例Gでは、保健センターでの相談に加え、心

理相談員が親の承諾を得て保育園巡回相談の発

達相談員と連携をとり、母親との関係調整を

行ったことによって母親が心理的に安定し、保

育園での適切な支援を生み、Gの成長につな
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がった。この事例は、健診事業と保育現場との

連携の重要性と可能性について示唆している。

以前から保健活動の一環として保育園と親との

関係調整のために保健センターの保健師が保育

園と連絡をとったり、園に出向くということは

少数例ではあるが行われている。しかし、Gの

事例では、直接保育園との関係をとるのではな

く、保育支援を行う巡回相談と連携をとるとい

うシステム間の連携を行うことによって、より

効果的に保育支援と親支援を実施することがで

きた。このように、子どもに対して一貫した支

援が行えるように柔軟に連携がとれる体制を今

後作っていくことが重要であると考える。特に

H市の場合、療育資源が乏しく、そのままでは、

支援の対象となる子どもが専門的な支援を十分

に受けられない。従って、子どもが関わる機関

が有効に連携をとり子どもに専門的な配慮がで

きるようにしていくことが重要であると考え

る。H市においては、前述のように障害児支援

のネットワーク作りが進行し、各機関の代表者

間の連携は広がりをみせているが、現場で直接

子どもに関わる関係者が連携をとりやすいシス

テム作りが今後の課題であろう。

④ADHD、高機能広汎性発達障害、　LDが疑われ

る子どもへ対応

　Hのように知的には問題はないが、行動問題

が顕著な子どもに相談場面でしばしば出会う。

表3においても、行動・性格の問題は心理相談

の33．8％を占めている。しかし、そのような子

どもたちを支援できる公的な専門機関は全国的

にもきわめて限られている。療育施設が充実し

ているC市においてもFを受け入れることが難

しかった。このような子どもはこれまで療育の

対象となっていなかったためである。しかし、

彼らは、学校教育においては、特別支援教育の

対象となるの子どもたちである。2003年3月に

文部科学省によって発表された「今後の特別支

援教育のあり方について」の最終報告では、通

常学級においてLD、　ADHD、高機能自閉症を持

つ子どもたちが全在籍児の6％にのぼり、特別

支援教育の対象であることが示された。1980年

代に障害の早期発見と早期対応の視座の広がり

により大きな成果をあげたように、これらの子

どもたちに早期発見と早期対応の対策をとり、

制度としての支援システムを構築していくこと

が、今後の乳幼児支援システムにおける大きな

課題といえよう。

5．まとめ

　子どもの発達に関わる問題の早期発見の場で

ある乳幼児健診の実際を紹介し、必要な役割と

支援についてH市とC市の比較を行いながら検

討を行った。健診の役割としては、子どもの発

達上の問題の早期の発見を必要な支援に結び付

けていくこと、子どもの発達に関わって養育者

の支援をしていくことである。養育者支援につ

いては、育児スキルを習得することで問題が解

決に向かった事例と養育者自身の問題が深刻で

健診内でのフォローでは十分対応できない事例

が見られた。

　H市とC市の比較においては、支援体制の整

備に大きな違いが見られた。C市は、支援体制

が充実しており、子どもの状態に応じて多様な

支援が受けられ、障害の発見後迅速に療育に移

行する。また、母親の心理的な問題においても

専門的な対応がある程度できるシステムも作ら

れている。一方、H市においては、療育資源が

乏しく、必要な支援が受けられないことが多

い。このような現状は、子どもにに関わる現場

でも認識されており、地域関係機関が相互に連

携しネットワークを作っていくことで療育環境

の向上を目指す動きがある。今後、現場レベル

でネットワークが有効に活用されることが望ま

れる。

　最後に、C市のように子どもと養育者への支

援体制が整った地域においても、学齢期に特別

支援教育の対象となるような高機能広汎性発達

障害、LD、　ADHDなどの知的に問題が少なく行

動上の問題や社会適応に困難を持つ子ども達へ

の幼児期の支援システムがなく、これらの子ど

も達の早期の支援体制を構築することが今後の

課題である。
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